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第一章　はじめに
1-1奨学金返還の延滞問題の背景について
　本論では独立行政法人日本学生支援機構が行っている奨学金事業を通して現在起きている問題を述べてきたいと思います。この問題がクローズアップされ始めたのは、2000年に入ってからである。2000年前にも多くの人間が滞納をしており、深刻な問題であったが、その後の滞納者の増加、滞納額の増加が顕著になり、注目され始めた。1997年度には返還滞納額が247億円であったが、2006年度には614億円と3倍弱に膨れ上がっている、このように急激に増加した背景として、長引く不況で両親の手取り収入が増えにくい状況が続き、そうしたデフレ経済下においても、大学の授業料の高騰など、家計における教育費等の負担が増加し続けている。結果として奨学金を利用する人間が年々増加し、その奨学金を利用して、大学等を卒業しても不況が続いている現代の日本において、正社員の職を得られない学生が増え、返したくても返せない学生が増え続けた結果がこの滞納問題の大きな原因である。結果、雪だるま式に滞納額が年々、増加しております。その図式を下記に記しますので参照してください。
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　ただ上記の例は、経済的に返すことが出来ない奨学生の例であり、それと相反して大学卒業後、返還能力があるにもかかわらず、奨学金の返還請求を無視して意識的に滞納する者もいるという事実もあります。そしてこの問題の恐いところは、返還能力があるにも関わらず、返還しない人間に強くスポットが当てられ、全ての滞納者が悪であるという風潮が出来てしまうかもしれないことにあると私は考えます。ただ経済的に返すことが出来ない奨学生を擁護するわけではないということを付け加えておきます。奨学金という形で、学業に専念したい人間が誰しも得られるようなお金に感じるが、結局は借金であり、借りたものは返すべきであるというのが私の持論である。 奨学金を借金だと強く意識している学生が少ないように感じる。奨学金に対する希薄な意識もまたこの問題生じさせている一つの要因なのかもしれない。

1-2奨学金返還の滞納問題を行っていく目的と本論文の構成
　この問題を研究していて、今の日本に適した新たな奨学金制度を新設する必要があるのではないかと考え始めた。奨学金とは本来、若者の可能性を広げる存在でなければならない。ただ現実としては大学卒業後、非正規の職に就き、返しきれないローンを背負い途方に暮れる若者たちが後を絶たない。この原因として、日本の経済状況も背景として挙げられるが、それだけではなく制度に問題があるのではないかと考えた。その問題の一つが、現在の日本の奨学金制度の特徴の一つでもある、貸与型の奨学金制度である。貸与型とは返還義務を要する奨学金のことを指す。ただ奨学金には、給付型という制度も存在する。この給付型とは返済義務を要さない奨学金であり、欧米ではこの奨学金制度が主流を占めている。この給付型奨学金制度を国レベルで立ち上げるべきだという声もある。また制度の問題だけではなく、不況下にある日本において、大学の授業料が高すぎるなど、社会的背景も大きく関係している。ただ本論では制度に関して論じていきたいため社会的背景に関しては、補足的な形で付け加えることに留めておくことにする。本来、若者の可能性を広げるはずの奨学金が、夢を奪いかねない現状をどう打破できるか、その方策を探っていくことが本研究の目的である。

　本論文では、現日本社会に即した新たな奨学金制度を探っていくことを目的とする。本論文の以下の構成は次のようになっている。

第２章では、本論文で使用する諸概念について述べ、延滞者の現状、現制度における問題点、そして先に少し書かせてもらった、欧米型の奨学金制度を述べていく。

第３章では奨学金返還の滞納問題に対して第２章を参考に問題解決のアルゴリズムを提案する。

最後に、第4章で本論文の結論を述べ終わらせてもらう。
第２章　

奨学金事業と延滞問題、またアメリカの奨学金生度
2-1奨学金の概要と延滞者の現状
　奨学金とは能力のある学生に対して、金銭の給付・貸与を行う制度である。金銭的・経済的理由により修学困難とされる学生に修学を促すことを目的とすることが多いが、金銭的・経済的な必要性を問わず、学生の能力に対して給付されることもある 。通常先進国では奨学金は給付型奨学金をさす（日本では特別な場合を除いて有担保貸与奨学金）。貸与の場合は、借金をしている状態である。 奨学金事業を行っている法人はいくつかあるが、私を含め現在、大学に通っている多くの人間が利用している奨学金制度は独立行政法人日本学生支援機構が行っている奨学金事業である。本論では独立行政法人日本学生支援機構が公表している数値を参考に述べていく。なぜかというと、奨学生のほとんどがこの法人を利用しており、この法人で起きている問題が、日本で起きている奨学金返還の延滞問題といっても過言ではないためである。したがって制度の問題点等も日本学生支援機構が行っている奨学金事業の問題点を指すことになる。

　ここでは延滞者の経緯や現状を日本学生支援機構が公表している数値を元に記していく。目的としては、非常に細かく調べられているため、延滞問題の概要を掴むためには必要ではないかと考えたためである。グラフや図は別紙を参照してください。

　延滞が始まった理由（きっかけ）としては「収入が減った」という人が最も多く61.1％、次いで「支出が増えた」という人が15.1％で、この2つの区分で75％を超えている。「入院、事故、災害等」も収入減や支出増に関係するものと思われ、これを合わせると8割を超えている。延滞が継続している理由の図からもわかるように本人の低所得、親の経済困難、本人の失業中など経済的理由が主であることがわかる。これらの内容からわかるように経済的に返すことが出来ない者が滞納している現状が伺えてくる。ただ意図的ではないにしろ、忙しかった、あるいは忘れていたなど、私的な理由で滞納をしている人間も少なからず存在しており、このマイノリティーのみが注目を浴び、経済的困難で返還することができないマジョリティーの者も同じように非難されるのは避けなければならない問題ではないだろうか。ただこれらの情報だけでは、どの程度の収入のある人間が滞納しているのかわかりづらいため、滞納者の収入関係の資料を用いて考察していくことにする。

　延滞が継続している理由と年収との関係についての図を参照すると滞納者の経済レベルを数値として把握することができる。この図を見ると延滞者が圧倒的に年収300万未満の層に多いことがわかる。特に年収200万未満に顕著である。その理由を見ていくと、「0円」と回答した者の延滞理由は「本人が失業中（無職）」という理由が最も多くなっている。この理由は当然収入がないため返すことができないということであろう。次に「1円～100万円未満」、「100～200万円未満」及び「200～300万円未満」の者の滞納理由は「本人の低所得」が最も多くなっている。これは家計に対する奨学金返還の負担が大きく、返還をしては生活が出来なくなってしまうということであろう。ただ次の「300～400万円未満」と「400万円～」の者の延滞理由は「本人の借入金の返済」、「延滞金額の増加」が多くなっている。300万以上収入があるものは、年収が300万未満の人間に比べて低所得を延滞理由と回答する割合が顕著に少ない。これは年収300万前後が奨学金を返していくことが容易かどうかを簡単に図る数値となるのではないかと思う。一般的に大学卒業後の新卒の平均年収は、首都圏で200～230万前後で平均月収は19万ほどです。 この場合多くの人間が奨学金を返すのは非常に苦であることは容易に想像がつく。またこれは新卒の正社員の平均年収であり、非正規や無職になると返しいくことは絶望的である。そのため、猶予等の制度を設けているが、なかなか機能していない現状もある。その問題等は本章でも論じていく。

　次に延滞者と無延滞者の職業関係を簡単に見ていく。延滞者の場合、「正社員・正職員」が27.4％、次いで「アルバイト・パート等」25.1％、「失業中・無職」16.7％となっている。無延滞者 の場合、「正社員・正職員」が68.0％と最も多く、次いで「アルバイト・パート等」の9.1％となっている。延滞者は、無延滞者と比較して「正社員・正職員」となっている者の割合が低く、「アルバイト・パート等」や「派遣・臨時職員」、「失業中・無職」の割合が高くなっている。簡単に記させていただいたが、やはり本人の経済状況は本人の職種と大きく関係しているように思える。延滞者は無延滞者と比較して正社員の割合が顕著に低いことがいい例であろう。またアルバイトやパートの職の者の割合が高いことも一つの目安になるのではないだろうか。この内容から判断できることとして延滞者の9割近くが年収300万円未満であり、そして延滞者は無延滞者と比較して正社員の割合が低く、アルバイト等、フリーターの割合が高い。本人の職によって、本人の経済レベルが判断でき、延滞の理由と本人の所得、また本人の職が大いに関係していることがわかる。

2-2制度の問題点と延滞を防ぐために設けている制度
　まずは簡単に延滞を防ぐために設けている制度を説明していく。まず返還金の延滞が発生すると、本人、連帯保証人、保証人に対して、文書と同時に電話でも督促が行われます。本人の勤務先にも電話する可能性があります。延滞金についてですが、約束の返還期日までに返還されないと、次のように延滞金が課されます。

　第一種奨学金≪無利息≫の場合、約束の返還期日を6ヶ月過ぎるごとに、延滞している割賦金の額に対し、5％の延滞金が課されます。なお、平成17年4月以降に奨学生として採用された人は、延滞している割賦金の額に対し、年（365日）あたり10％の割合で返還期日の翌日から延滞している日数に応じて延滞金が課されます。

　第二種奨学金≪利息付き≫の場合、返還期日を過ぎると、延滞している割賦金（利息を除く）の額に対し、年（365日）あたり10％の割合で返還期日の翌日から延滞している日数に応じて延滞金が課されます。

　延滞してしまった場合、連帯保証人や保証人へ請求書が送付されることになります。また長期間延滞した場合、民事訴訟法に基づく法的措置をとることになります。ただ保証人の立て方により、督促方法が異なり、ここでは、人的保証と機関保証の二通りを記していきます。

　人的保証の場合、長期にわたり延滞し督促しても返還しない場合は、機構の顧問弁護士名で履行期限を指定した支払督促の予告をします。支払督促予告の指定期限を過ぎてもなお返還しない場合は、裁判所に支払督促の申立をします。支払督促の申立をしてもなお返還しない場合は、裁判所に仮執行宣言付支払督促の申立をします。仮執行宣言付支払督促の申立をしてもなお返還しない場合は、強制執行の手続きをとります。

当然ではありますが、支払督促以降の手続きにかかった費用は、返還者の負担になります。 

　次に機関保証の場合、長期延滞が続いた場合、次のような督促が行なわれます。まず返還期限が到来していない分を含め、返還未済額の全額、利息および延滞金を返還していただく。そして機構から保証機関（（財）日本国際教育支援協会）に対し、返還未済額の全額、利息および延滞金について請求を行います。代位弁済がなされた場合、（財）日本国際教育支援協会から、代位弁済額の一括請求を行います。返済に応じない場合は、（財）日本国際教育支援協会が強制執行にいたるまでの法的措置を執り、給与や財産を差し押さえます。また返還金の充当順位は、督促費用があるときは、まず督促費用に充当し、次に延滞金、利息（第二種奨学金のみ）、最後に元金の順になります。
以上が、延滞した場合の延滞金の簡単な計算方法と延滞者に対する措置です。
　

　また上記とは別に３ヶ月以上の延滞者は個人信用情報機関に登録する制度が始まりました。平成20年６月に有識者会議がまとめた「日本学生支援機構の奨学金返還促進策について」において、延滞者の情報を個人信用情報機関に登録することにより、延滞者への過剰貸付を抑制し多重債務化への移行を防止することは、極めて有意義との提言がなされました。そのため、３ヶ月以上の延滞者に限って、その情報を個人信用情報機関へ登録することとして、平成20年11月に全国銀行個人信用情報センターに加盟しました。 それに伴い、機構の奨学金の貸与を受けるには、「個人信用情報の取扱いに関する同意書」の提出が必須となりました。（現在返還中の人は、任意）なお、同意書を提出した場合、延滞が3ヶ月以上になると、個人情報が延滞者として個人信用情報機関に登録されます。登録された情報は、延滞を解消しても完了後５年間は登録されます。これにより、クレジットカードが使えなくなったり、住宅ローン等が組めなくなる場合があります。

　次に制度の問題を記していく。奨学金の返還が困難になる事例が増加した背景として、先にも述べてように若者の雇用問題がある。奨学金を獲得して学業に専念したとしても、就職活動で失敗すれば、奨学金返還は大きな負担として圧し掛かってくる。実際、派遣労働やフリーターといった非正規雇用で低所得にあえぐ若年労働者にとって毎月の奨学金返還額は大きな負担である。それは先の項で述べた通りである。再チャレンジが容易な社会であれば、十分な所得が得られる職に就くまで奨学金の返還期限を延長すればよいので、問題は深刻ではないが、現在の日本では新卒時の就職活動の失敗が様々な形でその後の賃金に大きく影響を与える。そのため、新卒採用時に躓いてしまうと、いつまでも奨学金返還の見込みが立たなくなってしまう。

　奨学金の制度の問題として、滞納者に対する厳しい措置がまず挙げられると思う。

奨学金は無利子のほか、最大年利３％の有利子で借りる方法がある。ただ、返済金を滞納すると、最大１０％の年利をペナルティーとして課される場合もあり、多大な借金を抱え結果として返済が滞ってしまうことが挙げられる。負債は延滞金が加わると、雪だるま式に増える。また延滞金減免の規定がありながら、基準が厳しいため適用されない場合が多い。経済状況悪化に伴い、返済を最大５年間猶予する制度があるが、延滞金が課せられてしまうため利用できない。返済が遅れれば、延滞金が生じるのも通常の貸借なら当然だが、学生支援が本旨の奨学金にしては年利が高と思われる。また延滞金をとること自体がおかしいという声もある。公的奨学金が教育ローン化し、厳しい返済を求めることで「返したくても返せない」低所得の人を窮地に追い込んでいる。返せるようになれば返してもらう環境を整えることも必要であろう。　

　
補足として
　大学生らに奨学金を貸与している日本学生支援機構が、学生の成績に基づいて大学が「貸与継続の資格あり」とした結果を覆し、５８６人について成績不良などを理由に「原則廃止」と２０１２年１２月と決定した。２０１２年度だったため、１２年度分はそのまま支給されたが、１３年度分は原則として廃止となった。大学に任せていた審査を厳格化するもので、審査結果を覆すのは初めてである。機構は「奨学金は本当に必要な人に渡さなければならない。今後奨学金を拡充する際にも社会の理解を得る必要がある」としているが、奨学金を現在を借りている方や、今後借りようとされている方に大きな不安を与えた結果になったと思う。奨学金は経済的理由で進学を断念したりすることのないよう学生を支えるためのものであり、返済が重荷となり、卒業してもまともな暮らしができないのでは本末転倒だ。返済の苦労を嫌って利用を控えれば、奨学金制度本来の役割が失われかねない。奨学金について「返済するのが重い負担」というイメージを固定化させてはならない。「返済できなければ大変」だから「進学を断念」ということになりかねない。
2-3問題に対する対応策
　文部科学省は平成24年度から、卒業後の年収が３００万円以下の場合に返済を猶予する奨学金を導入。さらに早ければ平成26年度から延滞金を５％程度に引き下げる方針。低所得層に配慮して負担軽減に動きだしている。また今後としては延滞金そのものの撤廃や無利子型、返済不要の給付型奨学金の拡充など抜本的な制度の見直しが必要であろう。文部科学省が導入を検討している返済義務のない高校生向けの「給付型奨学金」について、大学生も対象に含める方針であることが分かった。文部科学省は、教育再生のためには低所得世帯の生徒・学生が安心して学業に専念できる環境整備が重要とした。高校生を対象とした給付型奨学金の制度設計に着手していたが、「高校だけでなく大学も含めて制度設計する」と決断した。財源は、現行の高校授業料無償化のための予算４０００億円を削って充当する。現在の無償化の枠組みは一部見直し、所得制限をかける方針。高校生の場合、所得制限以下であれば現行の授業料の無償化を継続し、低所得者層には奨学金も支給するよう制度設計している。大学生については卒業後に就職できず、貸与型の奨学金の返済に苦慮するケースが問題化しており、給付型の奨学金を新たに設ける。支給額は月数万円程度となる可能性が高い。自民党は所得制限を世帯年収７００万円以下にした場合、高校無償化の対象世帯が５割になるとの試算を示している。文部科学省は、制限をかける世帯年収を８００万円、９００万円などにした場合の対象世帯数や必要予算などを詳細にシミュレーションしている。
2-4アメリカ高等教育における奨学金
　アメリカ合衆国は，多様性を特徴とする連邦国家であり，高等教育についても，その第１の特徴としてあげられるのは多様性である。奨学金には給付型と貸与型の二通りの支払い方法があると先に説明したが、アメリカでは給付奨学金による経済的支援が非常に発達している。しかし，これらはその時々の状況に応じて作られ，しばしば修正されたり，名称変更されたりしている。その内容について下記に記します。
アメリカの学生支援制度の概要
アメリカの学生支援は，きわめて多様であることが大きな特徴である。学生支援の主体も，連邦政府，地方政府，民間団体，高等教育機関などと多数存在している。また，学生支援の主要な方法は，給付奨学金，貸与奨学金，ワークスタディ，教育減税などである。その中からいくつか抜粋し、学生支援制度が充実していることを明記します。
アメリカの学生支援制度
連邦給付奨学金
連邦ペル給付奨学金
　学士課程学生を対象とした，連邦政府の援助総額，受給者数とも最大の給付奨学金で，完全なニードベース（経済的必要性）の受給基準の奨学金である。連邦の学生支援の基礎となる奨学金で，この奨学金をベースに他の学生支援が付加される。
連邦補助教育機会給付奨学金
　ペル奨学金の補助として用いられるキャンパスベース（高等教育機関が受給を決定する）プログラムである。ペル奨学金だけでは不足する学生に対して，支給され，ペル奨学金受給者が優先される。
連邦ワークスタディ
　高等教育機関の学内ないし高等教育機関が認めた学外での仕事に対する報賞として支払われる奨学金である。キャンパスベースで，最高75％まで連邦政府が負担し，残額は高等教育機関が負担する。最高額について規程はないが，賃金は連邦の最低賃金を上回らなければならない。
全国理科数学タレント給付奨学金
　ペル奨学金の受給のフルタイムの学生を対象に，第３学年と第４学年で最高4,000ドル支給される。受給基準は物理，生命，コンピュータ科学の学位プログラム履修者で，成績がGPA3.0以上であることである。この奨学金もメリットベースとニードベースの受給基準が併用されている。

＊次の給付奨学金は，2007年の大学費用削減およびアクセス法によって創設された。
連邦貸与奨学金
連邦家族教育ローン（政府保証民間ローン）
　連邦政府の保証のついた民間金融機関教育ローンで，在学中と猶予期間中の利子補給があるものとないものがある。利子補給のあるものは所得制限があるが，ないものについては特に要件はない。最高貸与額は学年によって異なり，利子補給のあるものでは3,500ドルから8,500ドル，ないものでは3,500ドルから20,500ドルとなっている。利子率は固定で2006年度から6.8%で，利子補給のあるものについては，2011年度までに3.4%まで段階的に引き下げられることになっている。なお上限8.5％のキャップが設けられている。
政府直接ローン
　連邦政府が直接貸し手となる貸与奨学金であり，学生からみた貸与奨学金としては，上記の政府保証民間ローンとまったく同一であり，貸し手が連邦政府であるということだけが異なる。両者を総称してスタッフォードローンと呼ぶ。
州政府対象連邦奨学金
　次の２つは州対象の連邦奨学金プログラムである。
教育支援パートナーシップ促進プログラム
　州がニードベースの学生支援プログラムを提供するための費用の２分の１を補助するためのプログラムである。2009年度は，約16万人の学生に１人当たり1,000ドルが支給された。
特別教育支援パートナーシップ促進プログラム
　1998年の高等教育法改正で付け加えられた。補助は１州あたり3,000万ドルまでとなっており,それ以上の規模については，経済的必要性の高い学生に対する支援について，SLEAPによりその費用の３分の１が補助される。
大学独自奨学金
　1980年代以降，各大学が独自に提供する奨学金が急速に拡大している。これらの多くは給付奨学金で，実質的には授業料の割引になっている。大学独自奨学金は，当初は私立４年制大学を中心に普及していったが，1990年代以降，公立大学でも広がりを見せている。このような大学独自奨学金の目的は，学生への経済的支援とともに，大学の望む学生を獲得し，あわせて大学の収入を増やすためである。大学においても近年，学業優秀，スポーツ優秀などの非ニードベース大学独自奨学金が増加してきており，この是非も大きな争点となっている。上記以外にも学生支援制度は多々存在するが、研究内容と関係ない点も多々存在するため、割愛させていただきます。上記からもわかるように、アメリカの学生支援の状況の全体像を把握するのはきわめて難しい。上述のように連邦学生支援プログラムもきわめて多岐にわたるだけでなく，大学独自奨学金など様々な主体による学生支援プログラムがあるからである。
第三章　問題解決のアルゴリズム
3-1日本の奨学金制度とアメリカの奨学金制度の比較
　まず背景として、日本の授業料の高さに問題があると言われている。日本の授業料は海外と比較しても、高い水準にあることは有名である。日本の国立大学の授業料の平均額は、アメリカの州立大学にほぼ匹敵する額で、かつ日米以外の多くのOECD 諸国における公立大学の授業料より高い。加えて、日本の景気悪化の影響も伴い、非常に深刻な問題といえます。そして、このような背景のもとで、見直されなければならないのが奨学金政策である。

現在、調べている日本学生支援機構の奨学金は全体の8割を占め、大規模なものとなっている。

　日本の奨学金は貸与制度のみであり、かつ第二種奨学金という有利子事業が全体の大半を占めている。しかし第二種奨学金の受給者の増加は、「多額の利子による返済困難」という新たな問題を引き起こす要因となっている。支払に関しても、一回にかかる支払金額を少なくする等、社会的に自立した後の学生の生活に対する配慮もなされているが、支払金額を少なくすることで、支払回数が非常に多くなり、返済期間が長期化する傾向にある。その結果、返済元本に対する多額の利子が上乗せされ、受給者の社会生活を圧迫する原因となっている。２０１３年度の事業規模は約1兆2000億円である。また上記の奨学金は日本学生支援機構の「学生生活調査」（平成22年度）によると、奨学金を受給している学生の割合は、大学学部（昼間部）で50.7％、大学院修士課程で59.5％、大学院博士課程で65.5％となっています。また量的な面だけではなく質的な面からも見てみると、学生生活費（学費と生活費の合計）の平均は、国立大学で約１５４万円かかるのに対し、それに対する日本学生支援機構の貸与は５４万円に過ぎない。これは学生生活費のわずか３分の１程度であり、さらに私立大学においては同２０７万円の学生生活費に対し、わずか６７万円の貸与額（約３２％）に落ち込んでしまう。大学全体の平均をとってみても、前者が約１９４万円かかるのに対し、後者の貸与額はわずか約６１万円（約３１％）に過ぎない。これでは生活費どころか学費すら満足に賄うことができず、学生は在学中もアルバイトに明け暮れるか、もしくは就学以前の段階で進学をあきらめてしまうかのどちらかを選択する以外にない。後者の仮説を裏付けるものとして「家計調査報告」の２０００年度版より、所得別に５つに分類した最も低所得なグループと最も高所得なグループの比較を行ってみると、可処分所得に占める教育費の割合にして高所得者層は低所得者層の約２．５倍強、実数にして約６倍ものお金を拠出しているというデータが得られた。このことより低所得者層出身者の相当数が経済的な理由により自身の望む教育を受けることが出来ずに、半ば強制的に社会参加を迫られているという実態が浮かび上がってくる。これは大変に由々しき問題であり、早急に奨学金の量および質を改善することが求められる。

　日本学生支援機構の奨学金制度には「第一種奨学金」と「第二種奨学金」の２種類が存在し、両者共に給付基準が学業成績であるため、中学・高校の成績が３．５以上という一部の成績が優れた学生しか給付を受けることができない。奨学金を必要としている学生は大抵仕事をしながら勉学を行っている場合が多いため、勉強だけを行っている学生に比べどうしても学業成績が劣ってしまう面があるのはいなめなく、本来もし勉強だけに集中することができたならば、それらの学生をはるかに上回る学業成績を収めることも可能なはずである。第二種奨学金の方は多少選考基準が緩やかではあるが、同様の傾向は変わらず、学力による給付対象の選考が学生の就学機会を奪っているという現状が浮き彫りになってくる。この状況は「学習権」を保障した日本国憲法およびユネスコ憲章などに違反する可能性も否定はできず、喫急の課題として奨学金の選考方法の見直しが求められる。また第一種奨学金は無利子の奨学金であるが、第二種奨学金の方は年率３％の利息を支払う必要があり、大学４年間に月１０万円ずつ総額４８０万円の貸与を受けたとすると、卒業後２０年間で総額６４５万９５１０円もの額（元金＋総額約３５％の利子）を返済しなくてはならないことになり、卒業後の家計を大変に圧迫している。これはもはや奨学金ではなく、営利目的の消費者金融に近いと言わざるを得ない状況である。

　以上のように日本における奨学金制度は、質、規模、満足度のどれをとってもアメリカには及ばず、国際的に見て完全に立ち遅れているといえる。これはひとえに政府の教育政策の失敗を如実に表しているといえるのだが、何よりも一番大きな問題は、欧米各国は所得水準や家庭内の事情といった経済的な理由からのみ給付対象者を選考しているのに対し、日本では貧しいことは勿論、頭のよい、能力のある人間のみを給付対象者としていることである。これは「頭のいい奴にしか教育は受けさせない」というある意味での優生学的な発想からきているものであり、明白に人間の「学習権」を侵害する行為である。政府は向学心が旺盛な能力のある若者が経済的な理由によって進学をあきらめている実態を、一体どのようにとらえているのであろうか。政府は目下の急務として、学力による奨学金給付対象者の選考制度を改めるべきである。

　対して、アメリカでは、ここ20 年で、大学の授業料が公立で2.25 倍増加し平均6585 ドルに、私立で1.7 倍に増加し平均25143 ドルとなっている。しかし、アメリカでは、給与奨学金や教育減税が充実していて、全体で72.8％、公立69.9％、私立85.3％の学生が奨学金利用し、多くの学生が給与型、貸与型、ワークスタディなどの複数の経済支援を受けている。この奨学金の利用によって、純授業料は公立で平均2850 ドル、私立で平均14930 ドルとなっている。すなわち、アメリカでは、授業料とパックにした奨学金や高授業料・高奨学金といった政策が行われているのである。アメリカで奨学金を受けるためには、進学前に、連邦奨学金無料診断書を提出する必要があり、家庭の経済状況を申告する。教育省が「家計支出可能額」を算定し、大学側が授業料その他在学中にかかる全費用の「在学費用」と「家計支出可能額」の差額分と成績を勘案し、さまざまな経済支援を組み合わせ、申請する。これにより受給される側は、これらを比較しても進学校を選ぶことができる。

アメリカは世界において最も奨学金制度が充実した国の一つであるといえる。その給付総額は１９９４年時点で約４７０億ドル、１$＝１２０円計算で約５兆６４００億円にも達し、後述するように現在の日本の奨学金事業規模の単純比較でも日本の5倍近くの規模である。受給者は全米で推計３７０万人にも上り、学生全体の約７割が給付を受けており、同様に２０１３年度における日本の同約144万人、受給率約５０％を上回っている。

　アメリカの奨学金システムはその性質から大きく分けて３段階に分かれており、それぞれが各長所を補完しあうことによって、あらゆる状況の学生に恩恵が及ぶように設計がされている。

　まず１階部分は連邦政府が行う低所得者用の給付奨学金で、ペル奨学金と呼ばれている。これは家庭の所得が一定額以下の場合に、申請を行えばほぼ全員が給付を受けることができる公的な奨学金であり、最大で学費の６割までの給付を行っている。ペル奨学金の給付を受ける学生は１９９５年時点で奨学金を受ける学生全体の約３０％を占めており、年平均で約１８．７万円の給付額となっている。ペル奨学金は給付式の奨学金であるため学生やその家庭に負担が及ぶことはなく、学生はこのペル奨学金と後述する２つの奨学金や、州政府・民間独自の奨学金を組み合わせることによって在学中の教育費負担をほぼゼロにすることが可能となり、安心して学業に専念することができるようになっている。

　２階部分の奨学金はスタフォード奨学金と呼ばれており、アメリカにおけるメインの奨学金制度となっている。これは連邦政府が保証人となって民間金融機関が貸与を行うもので、全体の約５割の学生が給付を受けており、総額は約２２０億ドル（約２兆６４００億円）にも達している。

元金の返還は卒業後に行うことになっているが利子が在学中から発生するため、政府が利子補給を行うものとそうでないものに分かれており、給付金額は前者で年額８０００ドル（約９６万円）、後者が年額１００００ドル（約１２０万円）となっている。民間金融機関は連邦政府が保証人であるために安心して貸与することが可能となり、学生も学費を充分にカバーする金額を受け取ることができる。

　３階部分の奨学金はパーキンス奨学金と呼ばれており、大学生および大学院生のみを対象とした年率５％の利子付き貸与奨学金である。パーキンス奨学金は特に学費のかかる大学生以上の学生に対し、ペル奨学金やスタフォード奨学金でカバーすることのできなかった部分などを保障する、補完的な役割を果たしている。

　以上の３つの奨学金の他に、民間独自ローン、州政府独自ローン、大学独自ローンなども存在し、それら豊富な奨学金制度が多元的に学生生活を保障している。なおアメリカの大学の授業料についても触れておくと、１９９８年のデータで州立大学が年平均約４８．２万円、私立大学で約２４１．２万円となっている。これは日本において国立が年約１５４万円、私立が約２０７万円であることを加味して考えると、公立などのパブリックセクターに関しては安価で広範に教育を提供していると言え、私立などのプライベートセクターにおいては多少高額だが高品質な教育を提供していると言える。日本のように国立でも私立でも大して負担額が変わらず、かつその内容自体も画一化しているというのではなく、目的・対象・中身などによって様々な種類の教育を学生が選択できるという点で、非常に使い勝手がよい制度である。ただし、アメリカにおいて年間授業料が２００００ドル（約２４０万円）を超える大学に通っている学生は全体の約４％ほどに過ぎず、７５％の学生が年間授業料６０００ドル（約７２万円）以下の大学に通っているという事実も付け加えておいた方がよいだろう。
　
3-2アメリカの奨学金制度から学ぶべきこと
　 まず第１点目は奨学金の規模の拡大である。前述の通り日本の奨学金の給付総額は１兆２０００億円ほどであり、アメリカの５分の１である。そのことが不十分な給付金額や厳しい選考基準を生む背景となっている。現在の１兆２０００億円を３兆円規模に拡大することができれば、希望者の内の９割に必要な金額の奨学金を給付できるという試算もある。以後民間部門を拡大するにせよ、政府が制度を担うにせよ、漸次拡大を図っていく必要がある。

　 第２点目は奨学金制度を充実させることだと思う。アメリカの奨学金システムは大きく分けて３段階に分かれており、それぞれが各長所を補完しあうことによって、あらゆる状況の学生に恩恵が及ぶように設計がされている。また主な3つの奨学金のほかに民間独自ローン、州政府独自ローン、大学独自ローンなども存在し、それら豊富な奨学金制度が多元的に学生生活を保障している。アメリカにおける奨学金制度は、総額、受給者数、保障の厚み、自由度の高さ、などどの点をとっても日本より優れており、３段構えの制度によって両親の所得や家庭の事情に関係なく、全ての意欲ある学生に対して「学習権」が均等に保障されているといえる。また全ての奨学金制度に政府が関わっているため、家庭や企業の安心度が非常に高く、民間金融機関を活用することができるために、金融市場の活性化を促すことができるという二次的な効果もある。アメリカの制度の最も顕著な特徴はこの点にあると述べることが可能であり、奨学金制度などの公的な意味合いが強い分野においても民間への参入を促し、政府はあくまでその監視役としてなるだけ関与を行わないようにしている。それにより競争原理が働き、サービスの質や内容が向上し、ターゲットとなる相手の能力や事情等に応じた柔軟かつ多元的なサービスを提供することが可能となり、かつ民業の活性化を促すことができる。これらの制度からは日本も大いに学ぶべき点があるといえるが、その背景にはアメリカが「教育」という分野を国民生活および国の将来性という観点から、国家の最重点分野として捉えている、ということが大きく影響していることを忘れてはならない
3-3問題解決のための政策提言
　奨学金返還の延滞問題を解決するためには、今の日本に適した新たな奨学金制度を新設する必要があると考えている。奨学金とは本来、若者の可能性を広げる存在でなければならない。ただ現実は大学卒業後、非正規の職に就き、返しきれないローンを背負い途方に暮れる若者たちを生み出す一つのきっかけになっている。この原因として、日本の経済状況も背景として挙げられるが（本論では社会的背景に関しては省く）、それだけではなく制度に問題があるのではないかと考えた。その問題の一つが、先にも挙げたが、貸与型の奨学金制度である。また制度の問題点は複数存在し、その問題を列挙していく。①延滞し続けると、年10％の延滞金が課される。②延滞が3ヶ月以上、継続すると、個人信用情報機関に登録され、クレジットカードが使えなくなったり、住宅ローン等が組めなくなる場合がある。登録された情報は、延滞を解消しても完了後５年間は登録される。③延滞金発生後の奨学金返還の充当順序についての矛盾等が挙げられる。本来であれば若者たちの可能性あるいは夢の支えとしての存在でなければならないはずが、大学卒業後も低収入に喘ぐ若者を対象にした金融ビジネスになりかけているように感じる。この項目では、今の日本に適した新たな奨学金制度を探っていくことを目的とし、いくつかの改善点を挙げていきたいと思う。また理想的な新制度を探っていくだけではなく、本研究の限界、あるいは現制度が存続し続けている原因等も探っていきたいと思う。

早速ではあるが、私が思う理想的な奨学金制度を論じていきたいと思う。一番大きな要となる問題は、奨学金の支給方法である。現制度は貸与型が主な制度であるが、主な支給方法を給付型にするとこの問題は解決する。ただ現状では予算的に厳しいため貸与型の制度が存続していることは明らかである。そのため違う視点で考えていきたいと考える。先に述べたように、支給方法の問題だけではなく、様々な問題が現制度には存在していると私は考えている。その中でも上記で挙げた3つの問題が奨学金という存在を単なる教育ローンになり下げているのではないかと考えている。本来、奨学金とは若者を支援することが主であるはずだが、現在、日本学生支援機構が行っている奨学金事業には違和感を感じざるをえない。特に延滞金発生後の奨学金返還の充当順序については大きな違和感を感じる。

私はこの順序が延滞者の返還を長期化させているのではないかと考える。簡単に説明すると、延滞金が発生した場合、それ以後の返還は延滞金、利息、元本の順に返還していくことになる。結果、いつまでたっても元本の返済には届かず、延滞金と利息の支払いをし続ける悪循環に陥る。またこれらの債権回収は民間業者に委託されており、延滞金と利息は貸付を行っている金融機関や回収を行っている債権回収会社に流れており、これらは学生への奨学金の原資とはなっていない。ここからわかるようにこの順序は債権回収会社や金融機関の利益を優先しているように感じる。日本学生支援機構は「返還金がこれからの学生の奨学金の原資となる」と説明しているが、それならば返還順序は元本から開始すべきではないだろうかと思う。次に延滞金の利率の高さが上げられると思う。奨学金において延滞が発生した場合、元本に対して年率十パーセントもの延滞金が発生する。この延滞金の存在と先に述べた奨学金返還の順序が返還者の多くを窮地に追い込んでいる。また奨学金の延滞は、延滞者の怠慢ではなく延滞者の貧困に主たる原因であることは第２章で述べている。この状況を是正するために2013年8月に文部科学省から、延滞金の利率を年率10パーセントから年率5パーセントへ引き下げる概算要求が出された。これは延滞金の利率の高さと支払い順序により元本の返済が減らない現制度の過酷さを認識したものと解釈できるが、奨学金の延滞が延滞者の怠慢ではなく延滞者の貧困に主たる原因があることが明らかである現在において、延滞金を課すこと自体が間違いなのかもしれない。確かに利率が下がれば延滞者にとって少なからず恩恵はあるものの、根本的な解決策になるとは考えにくい。ただ安易に延滞金を廃止することは、延滞者の増加を招く恐れがあるため実行することは、難しいであろう。そこで奨学金返還猶予期間の抜本的な変更をしてみてはどうかと考える。現在、奨学金返還猶予は、経済的困難を理由とする場合、本人の年収が300万円以下であれば五年間の猶予を認められている。ただ5年間が過ぎれば、本人の年収にかかわらず返還を要求される。まずなぜ5年と期間を決めてしまうのかと私は疑問に思う。期間ではなく、収入面が考慮される猶予制度を採用する方が合理的であり、納得される制度ではないかと考える。要するに猶予期間を何年と定めるのではなく、本人の収入を猶予基準にすべきだということである。最後に延滞を継続すると、個人信用情報機関に登録される問題である。これはメディアでも度々報じられている問題であり、延滞者だけではなく、奨学金制度の利用者、あるいは今後、利用しようと考えている人間の多くが懸念を抱いている問題であり、日本の各地でシンポジウムなどが開かれ議論されている問題である。確かに民間の消費者金融等の会社であれば延滞を継続している人間に対し、個人信用情報機関に登録などをすることにより、他社からの新規貸出しを抑制させ、クレジットカードなどの審査も通りにくくし、自社あるいは同業他者を守ることを行っている。ただこれは利用者本人の過大借入・利用を防ぐ意味合いも存在し、一概にこの制度が完全悪であるというわけではない。ただ非営利法人の存在である日本学生支援機構が民間の金融機関と同じように、個人信用情報機関に登録するということに違和感を感じてならない。個人信用情報機関に登録されることによって、クレジットカードやローンの申請が通りにくくなる、あるいは利用できなくなるなど、日常生活に支障をきたす恐れがある。また、社会的に落後者の烙印を押されたように感じ、精神的にダメージを受ける懸念もあるなど問題は多岐にわたる。この制度に関して世間では賛否が分かれているようであるが、若者の可能性（生活等）をつぶす懸念を大いに含んでいるため、私は反対である。

以上、私が現制度の中で改善すべきではないかと思う3項目であり、前述した内容とアメリカの奨学金制度を参考に私が考える今の日本に適した奨学金制度を述べていきたいと思う。

前述した内容とアメリカの奨学金制度を参考に私が考える一つの奨学金制度は、万が一延滞金が発生してしまったとしても奨学金返還の順序としては元本から返済されていく制度とし、元本の返済が完済した後に延滞金や利息を支払っていく制度にすること、次に延滞金の利率を下げ、現行の猶予期間制度を廃止し、本人の収入によって猶予基準を定めること、そして個人信用情報機関への登録は原則として廃止すべきだと考える。ただ返還能力があるにもかかわらず、故意に延滞を継続している人間に対しては個人信用情報機関への登録を要する形にすべきであると考える。またアメリカから学ぶべきことも大いにある。根本的な話になってしまうが、一番私が学ぶべきだと考えた事は、教育に対する姿勢である。アメリカは「教育」という分野を国民生活および国の将来性という観点から、国家の最重点分野として捉えている。それは教育制度の充実度を見れば明らかであり、また国の予算を見ても重要視していることがうかがえる。まずその姿勢を見習ってというのは語弊があるかもしれないが、国の教育に関する予算の拡充は必要ではなかろうか。日本では経済不況が継続しており、収入等が減っているにもかかわらず、教育に関する費用は増加している。これ自体大きな問題だと思うが、その状況の中で貧富の差で平等が失われないようにみなが教育を受ける権利を保障する存在はやはり国だと考える。そうした姿勢で教育に関する予算を拡充させると、給付型奨学金の割合を増やすことにつながり、延滞問題を根本的に減らすことにつながっていく。またもう一つ参考にすべきことは政府の立ち位置である。奨学金制度などの公的な意味合いが強い分野においても民間への参入を促し、政府はあくまでその監視役となり、関与を行わないようすることによって、市場の競争原理が働き、サービスの質や内容が向上し、ターゲットとなる相手の能力や事情等に応じた柔軟かつ多元的なサービスを提供することが可能となり、アメリカのような三段階に構えた新たな奨学金制度が誕生する可能性も出てくる。このように、世界的に優れていると言われる奨学金制度をもつアメリカの姿勢を参考にするのも面白い取り組みだと思われる。

以上を私からの政策提言とさせていただく。
第４章本論文の結論
本研究を終えて、奨学金の延滞問題を違う見方で理解できたと思う。当初この研究に取り掛ろうと思ったきっかけは、延滞問題の主な原因が滞納者にあり、そしてその滞納理由も非常に恣意的な理由だと考えていました。というのも日本学生支援機構が行う奨学金制度は公的な存在で、滞納者に対する回収措置も甘いのではないかと考えていた。またインターネット等の掲示板などで滞納に関する手段等も話されていたのも上記のように考えさせられた一つの要因です。当初は滞納者に対する機構の措置の甘さを指摘しながら滞納を防ぐ新たな制度を提言していこうと考えていた。ただ調べて行く上で機構の滞納を防ぐ制度が甘いため、滞納者が増加しているのではなく、むしろ厳しいがために滞納者がなかなか減らないのではないかと考え始めた。その理由として、滞納の理由のほとんどが経済的に返す事が出来ないということであったためだ。またその滞納者に対して、非常に厳しい措置を取っている為、滞納が継続してしまうという悪循環に陥っている傾向も見られた。本研究では滞納者を減らすためより厳しい措置の制度を提案するのではなく、もう少し滞納者の目線に立った制度を提案することを目的とした。確かに滞納者に対して罰則は必要な措置だと思うが、それが厳しすぎてしまうと逆効果であると考える。また厳しさだけではなく、違和感を感じることも多々あったためその内容も３章に記している。

結果として第３章の形となった。理想的な奨学金制度は給与型の奨学金制度の割合を増やしていくことだと思うが、予算的な兼ね合いもあり難しいのであろう。３章で記したように、延滞金が発生した際の返還順序など、返還しやすい環境を整える事も非常に重要だと考える。以上をもって本研究を終える。

主な引用先
学生支援に関する各種調査（学生支援機構）
http://www.jasso.go.jp/statistics/index.html

朝日新聞デジタル　2013/05/23
http://www.asahi.com/national/update/0523/TKY201305220611.html
文部科学省　文部科学省事業評価書（平成24年度新規・拡充事業等）

http://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/kekka/1312317.htm
米国における奨学制度に関する調査について（学生支援機構）

http://www.jasso.go.jp/statistics/scholarship_us/scholarship_us.html
別紙
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